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宮城県告示第252号 

産業廃棄物処理施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和７年４月４日 

                                                                    宮城県知事  村   井   嘉   浩    

産業廃棄物処理施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱の一部を改正する告示 

産業廃棄物処理施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱（平成10年宮城県告示第737号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。 

(1)～(15) 〔略〕 (1)～(15) 〔略〕 

(16) 試験研究等 産業廃棄物を使用した試験研究又は実証試験

をいう。 

 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

  

（事業者等の責務） （事業者等の責務） 

第３条 〔略〕 第３条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 ２～４ 〔略〕 

５ 事業者等は、試験研究等の実施に当たっては、知事が別に定める

産業廃棄物を使用した試験研究等に係る指導要綱を遵守しなけれ

ばならない。 

 

６～10 〔略〕 ５～９ 〔略〕 
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（立地計画の概要に関する説明会の開催等） （立地計画の概要に関する説明会の開催等） 

第７条 〔略〕 第７条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 前項の規定による協議を受けた関係市町村長は、許可申請等に係

る産業廃棄物処理施設等の設置等により生活環境上の影響が及ぶ

可能性や地域の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定

を行い、事業者等に提示するものとする。 

３ 前項の規定による協議を受けた関係市町村長は、許可申請等に係

る産業廃棄物処理施設等の設置等により生活環境上の影響が及ぶ

可能性や地域の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定

を行い、事業者等に提示するものとする。この場合において、当該

関係市町村長が相当の期間内に範囲の設定を行わないときは、事業

者等は、当該産業廃棄物処理施設等の設置等により生活環境上の影

響が及ぶ可能性や地域の実情を考慮して、自ら範囲を設定するもの

とする。 

４ 第２項の規定による協議を受けた関係市町村長が相当の期間内

に前項の範囲の設定を行わないときは、事業者等は、説明会の対象

となる地域住民等の範囲の設定に関する協議書（様式第１号）によ

り知事（第二種施設又は第三種施設の設置等を計画しようとする場

合にあっては、保健所長。以下この条において同じ。）と協議する

ことができる。この場合において、協議を受けた知事は、当該関係

市町村長に代わってその範囲の設定を行い、事業者等に提示するも

のとする。 

５ 前項の規定により、知事が関係市町村長に代わって範囲の設定を

行なおうとするときは、あらかじめ、その旨を当該関係市町村長に

通知しなければならない。 

６ 前項の規定による知事の通知を受けた後においては、関係市町村

長は、第３項の範囲の設定を行なうことができない。 

 

 

（立地計画概要書の提出） 

第８条 事業者等は、第一種施設の設置等をしようとする場合には、

前条第１項の説明を行った後に、立地計画概要書（様式第１号の２）

を、当該第一種施設の設置等をしようとする場所を管轄する保健所

 

（立地計画概要書の提出） 

第８条 事業者等は、第一種施設の設置等をしようとする場合には、

前条第１項の説明を行った後に、立地計画概要書（様式第１号）を、

当該第一種施設の設置等をしようとする場所を管轄する保健所長
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長を経由の上知事に提出しなければならない。 

２～４ 〔略〕 

 

を経由の上知事に提出しなければならない。 

２～４ 〔略〕 

 

（施設計画等に関する説明会の開催等） （施設計画等に関する説明会の開催等） 

第13条 〔略〕 第13条 〔略〕 

２～４ 〔略〕 ２～４ 〔略〕 

５ 前項の規定に基づき協議を受けた関係市町村長は、産業廃棄物処

理施設の設置等により生活環境上の影響が及ぶ可能性や地域の実

情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行い、事業者等に

提示するものとする。 

５ 前項の規定に基づき協議を受けた関係市町村長は、産業廃棄物処

理施設の設置等により生活環境上の影響が及ぶ可能性や地域の実

情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行い、事業者等に

提示するものとする。この場合において、当該関係市町村長が相当

の期間内に範囲の設定を行わないときは、事業者等は当該施設の設

置等により生活環境上の影響が及ぶ可能性や地域の実情を考慮し

て、自ら範囲を設定するものとする。 

６ 第４項の規定による協議を受けた関係市町村長が相当の期間内

に前項の範囲の設定を行わないときは、事業者等は、説明会の対象

となる地域住民等の範囲の設定に関する協議書（様式第１号）によ

り知事（第二種施設の設置等に係る生活環境影響調査を実施しよう

とする場合にあっては、保健所長。以下この条において同じ。）と

協議することができる。この場合において、協議を受けた知事は、

当該関係市町村長に代わってその範囲の設定を行い、事業者等に提

示するものとする。 

７ 前項の規定により、知事が関係市町村長に代わって範囲の設定を

行なおうとするときは、あらかじめ、その旨を当該関係市町村長に

通知しなければならない。 

８ 前項の規定による知事の通知を受けた後においては、関係市町村

長は、第５項の範囲の設定を行なうことができない。 

 

９・10 〔略〕 ６・７ 〔略〕 
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（施設計画等協議書の提出） 

第14条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 保健所長は、第１項の規定により提出された施設計画協議書の内

容のみによっては廃棄物の処理方法が適正であるかどうかを判断

できないときは、事業者等に対し試験研究等の実施を求めることが

できる。 

 

（施設計画等協議書の提出） 

第14条 〔略〕 

２ 〔略〕 

 

（関係市町村長の意見聴取） 

第16条 知事又は保健所長は、第14条第１項の規定により事業者等か

ら施設計画等協議書（同条第２項の規定により添付される書類を含

む。以下同じ。)が提出されたときは、当該施設計画等協議書及び

第13条第９項の説明会等実施報告書の写しを関係市町村長に送付

するものとする。 

２～５ 〔略〕 

 

（関係市町村長の意見聴取） 

第16条 知事又は保健所長は、第14条第１項の規定により事業者等か

ら施設計画等協議書（同条第２項の規定により添付される書類を含

む。以下同じ。)が提出されたときは、当該施設計画等協議書及び

第13条第６項の説明会等実施報告書の写しを関係市町村長に送付

するものとする。 

２～５ 〔略〕 

 

（施設計画等に関する意見の通知） （施設計画等に関する意見の通知） 

第18条 知事又は保健所長は、第13条第９項の説明会等実施報告書

の記載内容、第16条第２項又は第３項の意見書及び前条の規定によ

り専門委員から意見を聴いたときはその意見を総合的に勘案し、施

設計画等についての生活環境の保全上の見地からの意見を、施設計

画等意見書（様式第５号）により事業者等に対して通知するものと

する。 

 

第18条 知事又は保健所長は、第13条第６項の説明会等実施報告書

の記載内容、第16条第２項又は第３項の意見書及び前条の規定によ

り専門委員から意見を聴いたときはその意見を総合的に勘案し、施

設計画等についての生活環境の保全上の見地からの意見を、施設計

画等意見書（様式第５号）により事業者等に対して通知するものと

する。 

（施設設置等許可申請書に関する説明会の開催等） （施設設置等許可申請書に関する説明会の開催等） 

第20条 〔略〕 第20条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 前項の規定による協議を受けた関係市町村長は、生活環境影響調

査の結果において当該影響が最大となると予測される地点や地域

３ 前項の規定による協議を受けた関係市町村長は、生活環境影響調

査の結果において当該影響が最大となると予測される地点や地域
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の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行い、事業者

等に提示するものとする。 

の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行い、事業者

等に提示するものとする。この場合において、当該関係市町村長が

相当の期間内に範囲の設定を行わないときは、事業者等は、生活環

境影響調査の結果において当該影響が最大となると予測される地

点や地域の実情を考慮して、自ら範囲を設定するものとする。 

４ 第２項の規定による協議を受けた関係市町村長が相当の期間内

に前項の範囲の設定を行わないときは、事業者等は、説明会の対象

となる地域住民等の範囲の設定に関する協議書（様式第１号）によ

り知事と協議することができる。この場合において、協議を受けた

知事は、当該関係市町村長に代わってその範囲の設定を行い、事業

者等に提示するものとする。 

５ 前項の規定により、知事が関係市町村長に代わって範囲の設定を

行なおうとするときは、あらかじめ、その旨を当該関係市町村長に

通知しなければならない。 

６ 前項の規定による知事の通知を受けた後においては、関係市町村

長は、第３項の規定による範囲の設定を行なうことができない。 

 

７～10 〔略〕 ４～７ 〔略〕 

  

（施設計画に関する説明会の開催等） （施設計画に関する説明会の開催等） 

第21条 〔略〕 第21条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

４ 前項の規定に基づき協議を受けた関係市町村長は、第三種施設又

は現に設置されている第一種施設若しくは第二種施設（以下「第三

種施設等」という。）の設置等により生活環境上の影響が及ぶ可能

性や地域の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行

い、事業者等に提示するものとする。 

４ 前項の規定に基づき協議を受けた関係市町村長は、第三種施設又

は現に設置されている第一種施設若しくは第二種施設（以下「第三

種施設等」という。）の設置等により生活環境上の影響が及ぶ可能

性や地域の実情を考慮して合理的な地域住民等の範囲の設定を行

い、事業者等に提示するものとする。この場合において、当該関係

市町村長が相当の期間内に範囲の設定を行わないときは、事業者等

は当該第三種施設等の設置等により生活環境上の影響が及ぶ可能

性や地域の実情を考慮して、自ら範囲を設定するものとする。 
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５ 第３項の規定による協議を受けた関係市町村長が相当の期間内

に前項の範囲の設定を行わないときは、事業者等は、説明会の対象

となる地域住民等の範囲の設定に関する協議書（様式第１号）によ

り保健所長と協議することができる。この場合において、協議を受

けた保健所長は、当該関係市町村長に代わってその範囲の設定を行

い、事業者等に提示するものとする。 

６ 前項の規定により、保健所長が関係市町村長に代わって範囲の設

定を行なおうとするときは、あらかじめ、その旨を当該関係市町村

長に通知しなければならない。 

７ 前項の規定による保健所長の通知を受けた後においては、関係市

町村長は、第４項の規定による範囲の設定を行なうことができな

い。 

 

８～10 〔略〕 ５～７ 〔略〕 

  

（施設計画協議書の提出） （施設計画協議書の提出） 

第22条 〔略〕 第22条 〔略〕 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

３ 保健所長は、第１項の規定により提出された施設計画協議書の内

容のみによっては廃棄物の処理方法が適正であるかどうかを判断

できないときは、事業者等に対し試験研究等の実施を求めることが

できる。 

 

  

（関係市町村長の意見聴取） （関係市町村長の意見聴取） 

第24条 保健所長は、第22条第１項の規定により事業者等から施設

計画協議書（同条第２項の規定により添付される書類を含む。）が

提出されたときは、当該施設計画協議書及び第21条第９項の説明会

等実施報告書の写しを関係市町村長に送付するものとする。 

第24条 保健所長は、第22条第１項の規定により事業者等から施設

計画協議書（同条第２項の規定により添付される書類を含む。）が

提出されたときは、当該施設計画協議書及び第21条第５項の説明会

等実施報告書の写しを関係市町村長に送付するものとする。 

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 
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（施設計画に対する意見の通知） （施設計画に対する意見の通知） 

第25条 保健所長は、第21条第９項の説明会等実施報告書の記載内

容及び前条第２項の意見書を総合的に勘案し、施設計画についての

生活環境の保全上の見地からの意見を、施設計画意見書（様式第８

号）により事業者等に対して通知するものとする。 

 

第25条 保健所長は、第21条第６項の説明会等実施報告書の記載内

容及び前条第２項の意見書を総合的に勘案し、施設計画についての

生活環境の保全上の見地からの意見を、施設計画意見書（様式第８

号）により事業者等に対して通知するものとする。 

（告示及び縦覧） （告示及び縦覧） 

第30条 知事は、知事又は保健所長に対して事業者等から第一種施設

又は第二種施設に係る施設設置等許可申請書が提出されたときは、

次に掲げる事項について速やかに告示を行うものとする。ただし、

条例施行規則第８条第３項第９号に規定する施設にあっては、この

限りではない。 

⑴～⑻ 〔略〕 

２ 知事は、第一種施設について前項の告示があったときは、当該施

設設置等許可申請書及び法第15条第３項（法第15条の２の６第２項

において準用する場合を含む。）に規定する書類（以下この条にお

いて「添付書類」という。）を当該告示の日から１月間廃棄物対策

課及び当該施設設置等許可申請書を提出した保健所（以下「管轄保

健所」という。）において公衆の縦覧に供するものとする。 

３ 〔略〕 

第30条 知事は、知事又は保健所長に対して事業者等から第一種施設

又は第二種施設に係る施設設置等許可申請書が提出されたときは、

次に掲げる事項について速やかに告示を行うものとする。 

 

 

⑴～⑻ 〔略〕 

２ 知事は、第一種施設について前項の告示があったときは、当該施

設設置等許可申請書及び法第15条第３項（法第15条の２の６第２項

において準用する場合を含む。）に規定する書類（以下この条にお

いて「添付書類」という。）を当該告示の日から１月間循環型社会

推進課及び当該施設設置等許可申請書を提出した保健所（以下「管

轄保健所」という。）において公衆の縦覧に供するものとする。 

３ 〔略〕 

 

（施設設置等許可内容の公表） 

第34条 知事は、第一種施設について施設設置等許可を行ったとき、

又は第二種施設について次項の規定による報告があったときは、産

業廃棄物処理施設の施設設置等許可を行った旨を速やかに公告す

るものとする。ただし、条例施行規則第８条第３項第９号に規定す

る施設にあっては、この限りではない。 

２ 〔略〕 

３ 第１項の公告を行ったときは、知事又は保健所長は、施設設置等

（施設設置等許可内容の公表） 

第34条 知事は、第一種施設について施設設置等許可を行ったとき、

又は第二種施設について次項の規定による報告があったときは、産

業廃棄物処理施設の施設設置等許可を行った旨を速やかに公告す

るものとする。 

 

２ 〔略〕 
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許可を行った理由等を記載した審査結果書（様式第12号）を、第一

種施設にあっては廃棄物対策課及び管轄保健所において、第二種施

設にあっては管轄保健所において、当該公告の日から２週間公衆の

縦覧に供するものとする。 

 

 

３ 第１項の公告を行ったときは、知事又は保健所長は、施設設置等

許可を行った理由等を記載した審査結果書（様式第12号）を、第一種

施設にあっては廃棄物対策課及び管轄保健所において、第二種施設に

あっては管轄保健所において、当該公告の日から２週間公衆の縦覧に

供するものとする。 

 

（生活環境保全協定締結の要請） （生活環境保全協定締結の要請） 

第38条 知事又は保健所長は、第13条第９項、第20条第９項又は第2

1条第９項の規定により地域住民等から出された意見の内容を踏ま

え、条例第15条第１項の規定により、事業者等に対し、当該事業者

等と関係市町村長若しくは地域住民等の代表者との間において、又

はこれら三者間において、施設設置等許可の申請前又は第三種施設

等の設置等に係る工事の着手前に、生活環境保全協定を締結するよ

う求めるものとする。 

第38条 知事又は保健所長は、第13条第６項、第20条第６項又は第2

1条第５項の規定により地域住民等から出された意見の内容を踏ま

え、条例第15条第１項の規定により、事業者等に対し、当該事業者

等と関係市町村長若しくは地域住民等の代表者との間において、又

はこれら三者間において、施設設置等許可の申請前又は第三種施設

等の設置等に係る工事の着手前に、生活環境保全協定を締結するよ

う求めるものとする。 

２ 〔略〕 ２ 〔略〕 

  

（維持管理） （維持管理） 

第41条 〔略〕 第41条 〔略〕 

２ 事業者は、別表第２の13の項に規定する標準作業手順書に従い、

廃棄物を処理し、その記録を保持しなければならない。 

 

  

別表第２（第14条、第22条関係） 別表第２（第14条、第22条関係） 
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１～８ 〔略〕 

９ 産業廃棄物処理施設等の構造を明らかにする平面図、立面図、断

面図、構造図 

10 設備機械機器一覧表若しくは施設の仕様書又は試験研究等終了

届出書若しくはこれに代わる書面 

11・12 〔略〕 

13 施設の運転管理に係る標準作業手順書 

14～16 〔略〕 

 

 

１～８ 〔略〕 

９ 産業廃棄物処理施設等の構造を明らかにする平面図、立面図、断

面図、構造図及び設備機械機器一覧表又は施設の仕様書 

 

 

10・11 〔略〕 

 

12～14 〔略〕 

 

 

  

様式第１号を次のように改める。 
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様式第１号(第７条、第 13 条、第 20 条、第 21 条関係) 

 

説明会の対象となる地域住民等の範囲の設定に関する協議書 

 

 

年  月  日 

 

 

宮城県知事（保健所長）       殿 

 
○〒  

住所 

氏名  

(法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及 

び代表者氏名) 

電話番号 

 

産業廃棄物処理施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱第７条第４項（第 13 条第６項、第 20条

第４項、第 21条第５項）の規定により、説明会の対象となる地域住民等の範囲を定めたいので協議しま

す。 
 

対象事業の名称 
 

 

産業廃棄物処理施設等の設置場所 
 

 

産業廃棄物処理施設等の種類 
 

 

処理する産業廃棄物の種類 
 

 

処理能力 ｍ３・ｔ／日( 時

間) 

ｍ３・ｔ／時間 

埋立地の面積(      )ｍ２ 埋立容量(        )ｍ３ 

関係市町村  

 

知事への協議を必要とする理由  
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様式第１号の次に次の一様式を加える。 
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様式第１号の２(第８条関係) 

立 地 計 画 概 要 書 

 

 

年  月  日 

 

 
宮城県知事（保健所長）         殿 

○〒  

住所 

氏名  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及 

び代表者氏名） 

電話番号 

産業廃棄物処理施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱第８条の規定により、次のとおり提出しま 

す。 

産業廃棄物処理施設等の設置場所 
 

産業廃棄物処理施設等の種類 
 

処理する産業廃棄物の種類 
 

処理能力 ｍ３・ｔ／日( 時間) 

ｍ３・ｔ／時間 

埋立地の面積( )ｍ２ 埋立容量( )ｍ３ 

着工予定年月日  

使用開始予定年月日 

 

大気汚染防止の方法 

処理に伴う排ガス量 

処理方法(排出の方法を含む。) 

設計計算上達成できる排ガスの性状 

 

水質汚濁防止の方法 

処理に伴う排水量 

処理方法(排出の方法を含む。) 

設計計算上達成できる排水の性状 

 

騒音防止の方法 
 

振動防止の方法 
 

悪臭防止の方法 
 

産業廃棄物の搬入・搬出の時間及び方法  

注 記入内容が多い場合は別紙として添付すること。 
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附 則 

 この告示は、令和７年４月４日から施行する。 
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宮城県告示第 253 号 

 計量法（平成４年法律第 51 号）第 19 条第１項に規定する特定計量器の定期検査を次のとおり実施

する。 

  令和７年４月４日 

                         宮城県知事  村  井  嘉  浩 

 

実施年月日 実 施 区 域 検査受付時間 実施の場所 

令和７年 

５月７日 
栗原市 瀬峰・高清水 午前 10 時 30 分から正午まで 高清水総合支所 

 同 

５月 12 日 
栗原市 築館・志波姫 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時 30 分まで 
栗原市役所 

 同 

５月 13 日 
栗原市 築館・志波姫 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時 30 分まで 
栗原市役所 

 同 

５月 14 日 
栗原市 一迫・花山 

午前 10 時 30 分から正午まで 

午後１時から午後２時 30 分まで 
一迫公民館 

 同 

５月 19 日 
栗原市 金成 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時 30 分まで 
金成総合支所 

 同 

５月 20 日 
栗原市 若柳 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時 30 分まで 
若柳総合支所 

 同 

５月 26 日 
栗原市 栗駒・鶯沢 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時まで 
栗駒保健センター 

 同 

５月 27 日 
栗原市 栗駒・鶯沢 

午前 11 時から正午まで 

午後１時から午後２時まで 
栗駒保健センター 
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宮城県告示第 254 号 

 利府町から仙塩広域都市計画決定の図書の写しの送付を受けたので、都市計画法（昭和 43年法律第

100 号）第 20 条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供する。 

令和７年４月４日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩    

１ 都市計画の種類及び名称 

  （１）種類 仙塩広域都市計画地区計画 

  （２）名称 八幡崎地区計画 

２ 縦覧場所 

宮城県庁（土木部都市計画課） 
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宮城県告示第 255 号 

 亘理町から亘理都市計画変更の図書の写しの送付を受けたので、都市計画法（昭和 43 年法律第 100

号）第 21 条第２項において準用する同法第 20 条第２項の規定により、次のとおり公衆の縦覧に供す

る。 

  令和７年４月４日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩    

１ 都市計画の種類及び名称 

（１）種類 亘理都市計画道路 

 （２）名称 ３・４・２号 亘理中央線 

       ３・４・３号 南町鹿島線 

２ 縦覧場所 

  宮城県庁（土木部都市計画課） 
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宮城県告示第256号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の２第１項の規定により、公金事務を次のとおり指定公金

事務取扱者に委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和７年４月４日 

宮城県知事  村  井  嘉  浩 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び主たる事務所の所在地 

    仙台市泉区天神沢１丁目４番11号 

一般社団法人宮城県警備業協会 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係る徴収の内容 

現任指導教育責任者講習に係る手数料 

３ 指定年月日 

令和７年２月25日 

４ 委託年月日 

令和７年３月18日 

５ 委託期間 

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで 
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宮城県告示第 257 号 

 鳴瀬川沿岸土地改良区の定款変更について、土地改良法（昭和24年法律第 195 号）第30条第２項の

規定により、令和７年３月27日認可した。 

 なお、この認可があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に宮城県を被告として仙台

地方裁判所にこの認可に対する取消しの訴えを提起することができる。 

令和７年４月４日 

宮城県北部地方振興事務所 

所長 伊 藤 正 弘 
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宮城県告示第 258 号 

 石巻市稲井土地改良区の定款変更について、土地改良法（昭和24年法律第 195 号）第30条第２項の

規定により、令和７年３月27日認可した。 

 なお、この認可があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に宮城県を被告として仙台

地方裁判所にこの認可に対する取消しの訴えを提起することができる。 

令和７年４月４日 

宮城県東部地方振興事務所    

所長   武 田 健 久    
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都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 29 条第 1 項の規定により許可した次の開発区域（工区）に

係る開発行為は、その工事を完了した。 

 令和７年４月４日 

宮城県知事    村  井   嘉  浩     

１ 工事を完了した開発区域（工区）に含まれる  利府町森郷字新太子堂 70番１、70番５、71番１、

地域の名称                 72番１、72番５、71番５、70番４、71番４、72番 

４、72番２の一部、71番２の一部、70番２の一部、 

字新椎の木前 56 番の一部、57 番の一部、25 番１の

地先の道、26番２の一部、26番５の一部、25番１の

一部、24番の一部 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称）  利府町 

 

21



政 府 調 達 に 関 す る 協 定 の 適 用 を 受 け る 調 達 を 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 す 。 

令和７年４月４日  

宮城県知事   村   井   嘉   浩           

    

１  入札に付する事 項  

（１）  購入物品及び数量   

ラップ式簡易トイレ 及び簡易トイレ用ワ ンタッチテント  一 式  

（２）  購入物品の仕 様等  入札説明書及 び仕様書による。  

（３）  納入期限  令 和８年２月 27 日（金 ）  

（４）  納入場所  蔵 王町総合運動公園ほ か  

（宮城県刈田郡蔵王町大字曲竹字河原前１－ 61）  

２  入札に参加する 者に必要な資格に関 する事項  

（１）  地方自治法 施 行令（昭和 22 年政 令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること 。  

（２） 宮城県の 物 品調達等に係る競争 入札参加業者登録簿 に登録されている者

又 は 開 札 時 ま で に 宮 城 県 の 物 品 調 達 等 に 係 る 競 争 入 札 参 加 資 格 を 取 得 し

た者であること。  

（３）  平成 12 年３ 月 31 日以前に民事再 生法（平成 11 年法律 第 225 号）附則

第２条による廃止前 の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の

規定による和議開始 の申立てをしていな い者であること。  

（４） 平成 12 年４ 月１日以後に民事再 生法第 21 条第１項又 は第２ 項の規定に

よ る 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な い

者であること。ただ し、同法第 33 条第１項の再生手続開始 の決定を受け

た者が、その者に係 る同法第 174 条第１項の再生計画認可の 決定が確定し

た場合にあっては、その者を再生手続開 始の申立てをしなか った者又は申

立てをなされなかっ た者とみなす。  

（５）  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定

に よ る 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な

い者（同法附則第２ 条の規定によりなお 従前の例によること とされる更生

事 件 に 係 る も の を 含 む 。） で あ る こ と 。 た だ し 、 同 法 に 基 づ く 更 生 手 続 開

始 の 決 定 を 受 け た 者 が そ の 者 に 係 る 更 生 計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た 場 合 に

あっては、その者を 更生手続開始の申立 てをしなかった者又 は申立てをな

されなかった者とみ なす。  

（６） 宮城県から 物品調達等に係る競 争入札の参加資格制 限の措置を受けてい

る期間中の者でない こと。  

（７）  宮城県入札 契約暴力団等排除要 綱（平成 20年 11月１日施行）別表各号に

規 定 す る 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 入 札 に 参 加 す る こ と は で き な い 。 

なお、入札に参加し ようとする者の使用 人が入札に参加しよ うとする者

の業務として行った 行為は、入札に参加 しようとする者の行 為とみなす。  

 イ  入札に参加し ようとする者の役員 等（法人の場合は非 常勤を含む役員及

び支配人並びに支店 又は営業所の代表者 、その他の団体の場 合は法人の役

員等と同様の責任を 有する代表者及び理 事等、個人の場合は その者並びに
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支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な

行為の防止等に関す る法律（平成３年法 律第 77 号。以下「 暴対法」とい

う。）第２条第６ 号 に 規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」と いう。）であ

る場合又は暴力団員 が経営に事実上参加 してい ると認められ るとき。  

ロ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、自社、自己 若しくは第三

者の不正な利益を図 り、又は第三者に損 害を加える目的をも って、暴対法

第２条第２号に規定 する暴力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は

暴力団、暴力団員に 協力し、若しくは関 与する等これと関わ りを持つ者と

して、警察から通報 があった者若しくは 警察が確認した者（ 以下「暴力団

関係者」という。）の 威力を利用するなど していると認められ るとき。  

ハ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団、暴 力団員若しく

は暴力 団関 係者 （以 下「 暴 力団 等」 とい う。）又 は暴 力団等 が 経営若 しく

は運営に関与してい ると認められる法人 等に対して、資金等 を提供し、又

は便宜を供与するな ど積極的に暴力団の 維持運営に協力し、又 は関与して

いると認められると き。  

ニ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等と 社会的に非難

されるべき関係を有 していると認められ るとき。  

ホ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等で あることを知

りながら、これと取引 したり、又は不当に利 用していると認めら れるとき。 

（８） 入札参加 資 格申請場所  宮城県 の物品調達等に係る 競争入 札参加資格の

ない者で入札を希望 する者は、当県所定 の物品調達等に係る 競争入札参加

業者登録申請書に必 要事項を記入の上、宮 城県出納局契約課管 理班（〒 980

― 8570 宮 城県仙台 市青葉区本町三丁目 ８番１ 号  電話 022― 211― 3335）

へ令和７年４月 16 日 （水）午後５時まで に提出すること。  

３  入札書の提出場 所等  

（１）  電子調達シ ステムの利用  

イ  本調達案件は、電子入札（電磁的記 録（電子的方式、磁気的方式その他

人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、 電子 計 算 機 に よ る 情 報処 理 の 用 に 供 さ れ るも の を い う 。） の 送 受 信 に

よ り 執 行 す る 競 争 入 札 又 は 随 意 契 約 に お け る 相 手 方 決 定 の 手 続 き の 総 称

を い う。 以 下 同 じ 。） 及 び 紙入 札 （ 書 面 に よ り 執行 す る 競 争 入 札 又 は随 意

契 約 にお け る 相 手 方 決 定 の手 続 き の 総 称 を い う。 以 下 同 じ 。） を 併 用し て

入札を行うものとす る。  

ロ  本調達案件に参 加する者のうち、紙 入札を希望する者は 、入札説明書に

定めるところにより あらかじめ紙入 札参 加承認願を提出しな ければなら

ない。  

（２） 書面による 入札書の提出場所、契約条項及び契約条 件を示す場所、入札

説明書の交付場所並 びに問い合わせ先  

  〒 980― 8570 宮 城県仙台市青葉区本 町三丁目８番１号  

宮城県出納局契約課 物品班（担当  大畑  美如  電話 022― 211― 3333）  

（３） 郵送によ る 入札説明書の交付期 限  郵送により書面 での 入札説明書の交

付を希望する場合は 、令和７年４月 16 日（水）まで（２） あて申し出る
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こと。  

（４）  一般競争入 札参加資格審査  

イ  システムを用い て 参加資格審査を受 ける場合  システム により 入札に  

参加しようとする者 は、入札説明書に定 めるところにより 令 和７年４月  

16 日（水）午前９時 から令和７年４月 24 日（木）午後５時ま での間に必  

要書類を作成の上、 システムにより提出 し、参加資格の審査 を受けなけ  

ればならない。  

ロ  書面により参加 資格審査を受ける場 合  書面により入札 に参加しよう  

とする者は、入札説 明書に定めるところ により 令和７年４月 24 日（木） 

午後５時までの間に 必要書類を作成の上 、提出し、参加資格 の審査を受  

けなければならない 。  

ハ  開札日までの間 において、イ又はロに おいて提出された 書 類に関し説明

を求められた場合は 、これに応じなけれ ばならない。  

（５）  入札書の提 出期限等  

イ  システムを用い て入札する場合  

入札期間  令和７年 ４月 28 日（月）午前 ９時から令和７年５ 月 13 日

（火）午後５時まで  

ロ  書面により入札 書を提出する場合  

（イ）  日時  令和 ７年５月 13 日（火） 午後５時  

（ロ）  場所  （２ ）に同じ  

（ ハ ）  郵 送 に よ る 場 合 は 、 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り （ イ ） の 日 時 ま

でに到達するよう提 出すること。  

ただし、入札書を持 参する場合は、（６）の開札の日時まで開 札  

場所へ提出できるも のとする。  

（ ニ ）  提 出 期 限 を 過 ぎ て 提 出 さ れ た 入 札 書 は 、 い か な る 事 由 が あ っ て

も受理しない。  

（６）  開札の日時 及び場所  

  令和７年５月 14 日（水）午前 10 時   

宮城県行政庁舎 10 階 入札室  

４  入札に参加する ことができない者  ２に定める資格を有 しない者  

５  その他  

（１） 契約手続 に おいて使用する言語 及び通貨  日本語及 び日本国通貨に限る 。 

（２） 入札保証金  財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７号 ）第 97 条及び第 98

条の規定による。  

（３）  契約保証金  財務規則第 113 条及び第 114 条の規定による。  

（４） 入札の無効  本公告に示した競 争入札に参加する者 に必要な資格のない

者 の し た 入 札 及 び 入 札 に 求 め ら れ る 義 務 を 履 行 し な か っ た 者 の し た 入 札

は、無効とする。  

（５） 入札金額の 記載方法  契約金額 は、入札書に記載さ れた金額に当該金 額

の消費税及び地方消 費税に相当する額を 加算した金額（当該 金 額に１ 円未

満の端 数が ある とき は、そ の端 数金 額を 切り捨 てた 金額 。以 下同じ。）と

するので、入札者は 、消費税及び地方消費 税に係る課税事業者 であるか免
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税事業者であるかを 問わず、見積もった 契 約希望金額から消費 税及び地方

消費税に相当する金 額を控除した金額を 入札書に記載するこ と。  

（６） 落札者の 決 定方法  予定価格の 制限の範囲内で最低 価格をもって有効な

入札を行った者を落 札者とする。  

（７）  契約書作成 の要否  要   

（８）  この契約は 、電子契約を選択す ることができる。  

（９） 申請書等 の 作成に要する経費  申請書等を提出する 入札参加希望者の負

担とする。  

（ 10）  詳細は、入 札説明書による。  

６  概要  

S u mma r y  

 

（１）N a t u r e  a n d  Q u a n t i t y  o f  t h e  I t e ms  t o  b e  P ro c u r e d :  Wr ap p i n g - s t y l e  p o r t ab l e  to i l e t ,  

p o p -u p  p o r t ab l e  t o i l e t  t e n t  ( 1  s e t )  

 

（２） D e a d l i n e  fo r  D e l i v e r y :  F e b r u a r y  2 7 ,  2 0 2 6  ( F r i . )   

 

（３） P l ac e  o f  D e l i v e r y :  Za o  To wn  S p o r t s  P a r k  a n d  o t h e r  l o c a t i o n s  

 

（４） D e a d l i n e  fo r  B i d  S u b mi s s i o n :  M a y  1 3 ,  2 0 2 5  (Tu e . ) ,  5 : 0 0  P. M .  

 

（５）C o n t a c t  I n fo r ma t i o n :  M i y u k i  O h a t a ,  P r o c u r e me n t  S e c t i o n ,  G o v e r n me n t  C o n t r a c t  

D i v i s i o n ,  Tr ea s u r y  D e p a r t me n t ,  M i ya g i  P r e f e c t u r a l  G o v e r n me n t  

3 -8 -1  Ho n c h o ,  Ao b a  Wa rd ,  S e n d a i  C i t y,  M i ya g i  P r e f e c t u r e  9 8 0 -8 5 7 0   

T E L. :  0 2 2 -2 11 -3 3 3 3  

 

（６）La n g u a g e  a n d  C u r r e n c y  U s e d  i n  C o n t r a c t  P r o ce d u r e s :  J ap a n e s e  a n d  J ap a n e s e  ye n  

o n l y  
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政 府 調 達 に 関 す る 協 定 の 適 用 を 受 け る 調 達 を 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 す 。 

令和７年４月４日  

宮城県知事   村   井   嘉   浩           

    

１  入札に付する事 項  

（１）  購入物品及 び数量  ロータリ除 雪車（２・６ ｍ幅）  １台  

（２）  購入物品の 仕様等  入札説明書 及び仕様書による。  

（３）  納入期限  令和８年３月 23 日（ 月）  

（４） 納入場所  宮城県大河原土木事 務所（宮城県柴田郡大河原町字南 129-1） 

２  入札に参加する 者に必要な資格に関 する事項  

（１）  地方自治法 施行令（昭和 22 年政 令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること 。  

（２） 宮城県の 物 品調達等に係る競争 入札参加業者登録簿 に登録されている者

又 は 開 札 時 ま で に 宮 城 県 の 物 品 調 達 等 に 係 る 競 争 入 札 参 加 資 格 を 取 得 し

た者であること。  

（３）  平成 12 年３ 月 31 日以前に民事再 生法（平成 11 年法律 第 225 号）附則

第２条による廃止前 の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の

規定による和議開始 の申立てをしていな い者であること。  

（４） 平成 12 年４ 月１日以後に民事再 生法第 21 条第１項又 は第２ 項の規定に

よ る 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な い

者であること。ただ し、同法第 33 条第１項の再生手続開始 の決定を受け

た者が、その者に係 る同法第 174 条第１項の再生計画認可の 決定が確定し

た場合にあっては、その者を再生手続開 始の申立てをしなか った者又は申

立てをなされなかっ た者とみなす。  

（５）  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定

に よ る 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な

い者（同法附則第２ 条の規定によりなお 従前の例によること とされる更生

事 件 に 係 る も の を 含 む 。） で あ る こ と 。 た だ し 、 同 法 に 基 づ く 更 生 手 続 開

始 の 決 定 を 受 け た 者 が そ の 者 に 係 る 更 生 計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た 場 合 に

あっては、その者を 更生手続開始の申立 てをしなかった者又 は申立てをな

されなかった者とみ なす。  

（６） 宮城県から 物品調達等に係る競 争入札の参加資格制 限の措置を受けてい

る期間中の者でない こと。  

（７）  宮城県入札 契約暴力団等排除要 綱（平成 20年 11月１日施行）別表各号に

規 定 す る 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 入 札 に 参 加 す る こ と は で き な い 。 

なお、入札に参加し ようとする者の使用 人が入札に参加しよ うとする者

の業務として行った 行為は、入札に参加 しようとする者の行 為とみなす。  

 イ  入札に参加し ようとする者の役員 等（法人の場合は非 常勤を含む役員及

び支配人並びに支店 又は営業所の代表者 、その他の団体の場 合は法人の役

員等と同様の責任を 有する代表者及び理 事等、個人の場合は その者並びに

支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な

行為の防止等に関す る法律（平成３年法 律第 77 号。以下「 暴対法」とい
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う。）第２条第６ 号 に 規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」と いう。）であ

る場合又は暴力団員 が経営に事実上参加 していると認められ るとき。  

ロ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、自社、自己 若しくは第三

者の不正な利益を図 り、又は第三者に損 害を加える目的をも って、暴対法

第２条第２号に規定 する暴力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は

暴力団、暴力団員に 協力し、若しくは関 与する等これと関わ りを持つ者と

して、警察から通報 があった者若しくは 警察が確認した者（ 以下「暴力団

関係者」という。）の 威力を利用するなど していると認められ るとき。  

ハ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団、暴 力団員若しく

は暴力 団関 係者 （以 下「暴 力団 等」 とい う。）又 は暴 力団等 が 経営若 しく

は運営に関与してい ると認められる法人 等に対して、資金等 を提供し、又

は便宜を供与するな ど積極的に暴力団の 維持運営に協力し、又 は関与して

いると認められると き。  

ニ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等と 社会的に非難

されるべき関係を有 していると認められ るとき。  

ホ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴 力団等で あることを知

りながら、これと取引 したり、又は不当に利 用し ていると認めら れるとき。 

（８） 入札参加 資 格申請場所  宮城県 の物品調達等に係る 競争入札参加資格の

ない者で入札を希望 する者は、当県所定 の物品調達等に係る 競争入札参加

業者登録申請書に必 要事項を記入の上、宮 城県出納局契約課管 理班（〒 980

― 8570 宮 城県仙台 市青葉区本町三丁目 ８番１ 号  電話 022― 211― 3335）

へ令和７年４月 16 日 （水）午後５時まで に提出すること。  

３  入札書の提出場 所等  

（１）  電子調達シ ステムの利用  

イ  本調達案件は、電子入札（電磁的記 録（電子的方式、磁気的方式その他

人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、 電子 計 算 機 に よ る 情 報処 理 の 用 に 供 さ れ るも の を い う 。） の 送 受 信 に

よ り 執 行 す る 競 争 入 札 又 は 随 意 契 約 に お け る 相 手 方 決 定 の 手 続 き の 総 称

を い う。 以 下 同 じ 。） 及 び 紙入 札 （ 書 面 に よ り 執行 す る 競 争 入 札 又 は随 意

契 約 にお け る 相 手 方 決 定 の手 続 き の 総 称 を い う。 以 下 同 じ 。） を 併 用し て

入札を行うものとす る。  

ロ  本調達案件に参 加する者のうち、紙 入札を希望する者は 、入札説明書に

定めるところにより あらかじめ紙入 札参 加承認願を提出しな ければなら

ない。  

（２） 書面による 入札書の提出場所、契約条項及び契約条 件を示す場所、入札

説明書の交付場所並 びに問い合わせ先  

  〒 980― 8570 宮 城県仙台市青葉区本 町三丁目８番１号  

宮城県出納局契約課 物品班（担当  大畑  美如  電話 022― 211― 3333）  

（３） 郵送によ る 入札説明書の交付期 限  郵送により書面 での 入札説明書の交

付を希望する場合は 、令和７年４月 16 日（水）まで（２） あて申し出る

こと。  

（４）  一般競争入 札参加資格審査  

27



イ  システムを用い て 参加資格審査を受 ける場合  システム により 入札に  

参加しようとする者 は、入札説明書に定 めるところにより 令 和７年４月  

16 日（水）午前９時 から令和７年４月 24 日（木）午後５時ま での間に必  

要書類を作成の上、 システムにより提出 し、参加資格の審査 を受けなけ  

ればならない。  

ロ  書面により参加 資格審査を受ける場 合  書面により入札 に参加しよう  

とする者は、入札説 明書に定めるところ により 令和７年４月 24 日（木） 

午後５時までの間に 必要書類を作成の上 、提出し、参加資格 の審査を受  

けなければならない 。  

ハ  開札日までの間 において、イ又はロに おいて提出された 書 類に関し説明

を求められた場合は 、これに応じなけれ ばならない。  

（５）  入札書の提 出期限等  

イ  システムを用い て入札する場合  

入札期間  令和７年 ４ 月 28 日（月）午前 ９時から令和７年５ 月 13 日

（火）午後５時まで  

ロ  書面により入札 書を提出する場合  

（イ）  日時  令和 ７年５月 13 日（火） 午後５時  

（ロ）  場所  （２ ）に同じ  

（ ハ ）  郵 送 に よ る 場 合 は 、 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り （ イ ） の 日 時 ま

でに到達するよう提 出すること。  

ただし、入札書を持 参する場合は、（６）の開札の日時まで開 札  

場所へ提出できるも のとする。  

（ ニ ）  提 出 期 限 を 過 ぎ て 提 出 さ れ た 入 札 書 は 、 い か な る 事 由 が あ っ て

も受理しない。  

（６）  開札の日時 及び場所  

  令和７年５月 14 日（水）午前 10 時５ 分   

宮城県行政庁舎 10 階 入札室  

４  入札に参加する ことができない者  ２に定める資格を有 しない者  

５  その他  

（１） 契約手続にお いて使用する言語及 び通貨  日本語及び 日本国通貨に限る 。 

（２）  入札保証金  財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７ 号）第 97 条及び第

98 条の規定による。  

（３）  契約保証金  財務規則第 113 条及び第 114 条の規定による。  

（４） 入札の無効  本公告に示した競争 入札に参加する者に 必要な資格のない

者のし た入 札及 び入 札に求 めら れる 義務 を履行 しな かっ た者 のした 入札 は、

無効とする。  

（５） 入札金額の 記載方法  契約金額 は、入札書に記載さ れた金額に当該金 額

の消費税及び地方消 費税に相当する額を 加算した金額（当該 金 額に１ 円未

満の端 数が ある とき は、そ の端 数金 額を 切り捨 てた 金額 。以 下同じ。）と

するので、入札者は 、消費税及び地方消費 税に係る課税事業者 であるか免

税事業者であるかを 問わず、見積もった 契 約希望金額から消費 税及び地方

消費税に相当する金 額を控除した金額を 入札書に記載するこ と。  
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（６） 落札者の 決 定方法  予定価格の 制限の範囲内で最低 価格をもって有効な

入札を行った者を落 札者とする。  

（７）  契約書作成 の要否  要   

（８）  この契約は 、電子契約を選択す ることができる。  

（９） 申請書等 の 作成に要する経費  申請書等を提出する 入札参加希望者の負

担とする。  

（ 10）  詳細は、入 札説明書による。  

６  概要  

S u mma r y  

 

（１）N a t u r e  a n d  Q u a n t i t y  o f  t h e  I t e ms  t o  b e  P ro c u r e d :  R o t a r y  s n o w p l o w (2 .6 m wi d t h )  

( 1  v e h i c l e )  

 

（２） D e a d l i n e  fo r  D e l i v e r y :  M a r c h  2 3 ,  2 0 2 6  ( M o n . )   

 

（３） P l ac e  o f  D e l i v e r y :  M i ya g i  P r e f e c t u r e  O g a wa r a  P u b l i c  Wo r k s  O ff i c e  

 

（４） D e a d l i n e  fo r  B i d  S u b mi s s i o n :  M a y  1 3 ,  2 0 2 5  (Tu e . ) ,  5 : 0 0  P. M .  

 

（５）C o n t a c t  I n fo r ma t i o n :  M i y u k i  O h a t a ,  P r o c u r e me n t  S e c t i o n ,  G o v e r n me n t  C o n t r a c t  

D i v i s i o n ,  Tr ea s u r y  D e p a r t me n t ,  M i ya g i  P r e f e c t u r a l  G o v e r n me n t  

3 -8 -1  Ho n c h o ,  Ao b a  Wa rd ,  S e n d a i  C i t y,  M i ya g i  P r e f e c t u r e  9 8 0 -8 5 7 0   

T E L. :  0 2 2 -2 11 -3 3 3 3  

 

（６）La n g u a g e  a n d  C u r r e n c y  U s e d  i n  C o n t r a c t  P r o ce d u r e s :  J ap a n e s e  a n d  J ap a n e s e  ye n  

o n l y  
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政 府 調 達 に 関 す る 協 定 の 適 用 を 受 け る 調 達 を 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 す 。 

令和７年４月４日  

宮城県知事   村   井   嘉   浩           

    

１  入札に付する事 項  

（１）  購入物品及 び数量  除雪トラッ ク（７ｔ級  ４×４）①  １台  

（２）  購入物品の 仕様等  入札説明書 及び仕様書による。  

（３）  納入期限  令和８年３月 23 日（ 月）  

（４） 納入場所  宮城県大河原土木事 務所（宮城県柴田郡大河原町字南 129-1） 

２  入札に参加する 者に必要な資格に関 する事項  

（１）  地方自治法 施行令（昭和 22 年政 令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること 。  

（２） 宮城県の 物 品調達等に係る競争 入札参加業者登録簿 に登録されている者

又 は 開 札 時 ま で に 宮 城 県 の 物 品 調 達 等 に 係 る 競 争 入 札 参 加 資 格 を 取 得 し

た者であること。  

（３）  平成 12 年３ 月 31 日以前に民事再 生法（平成 11 年法律 第 225 号）附則

第２条による廃止前 の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の

規定による和議開始 の申立てをしていな い者であること。  

（４） 平成 12 年４ 月１日以後に民事再 生法第 21 条第１項又 は第２ 項の規定に

よ る 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な い

者であること。ただ し、同法第 33 条第１項の再生手続開始 の決定を受け

た者が、その者に係 る同法第 174 条第１項の再生計画認可の 決定が確定し

た場合にあっては、その者を再生手続開 始の申立てをしなか った者又は申

立てをなされなかっ た者とみなす。  

（５）  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定

に よ る 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な

い者（同法附則第２ 条の規定によりなお 従前の例によること とされる更生

事 件 に 係 る も の を 含 む 。） で あ る こ と 。 た だ し 、 同 法 に 基 づ く 更 生 手 続 開

始 の 決 定 を 受 け た 者 が そ の 者 に 係 る 更 生 計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た 場 合 に

あっては、その者を 更生手続開始の申立 てをしなかった者又 は申立てをな

されなかった者とみ なす。  

（６） 宮城県から 物品調達等に係る競 争入札の参加資格制 限の措置を受けてい

る期間中の者でない こと。  

（７）  宮城県入札 契約暴力団等排除要 綱（平成 20年 11月１日施行）別表各号に

規 定 す る 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 入 札 に 参 加 す る こ と は で き な い 。 

なお、入札に参加し ようとする者の使用 人が入札に参加しよ うとする者

の業務として行った 行為は、入札に参加 しようとする者の行 為とみなす。  

 イ  入札に参加し ようとする者の役員 等（法人の場合は非 常勤を含む役員及

び支配人並びに支店 又は営業所の代表者 、その他の団体の場 合は法人の役

員等と同様の責任を 有する代表者及び理 事等、個人の場合は その者並びに

支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な

行為の防止等に関す る法律（平成３年法 律第 77 号。以下「 暴対法」とい
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う。）第２条第６ 号 に 規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」と いう。）であ

る場合又は暴力団員 が経営に事実上参加 していると認められ るとき。  

ロ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、自社、自己 若しくは第三

者の不正な利益を図 り、又は第三者に損 害を加える目的をも って、暴対法

第２条第２号に規定 する暴力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は

暴力団、暴力団員に 協力し、若しくは関 与する等これと関わ りを持つ者と

して、警察から通報 があった者若しくは 警察が確認した者（ 以下「暴力団

関係者」という。）の 威力を利用するなど していると認められ るとき。  

ハ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団、暴 力団員若しく

は暴力 団関 係者 （以 下「暴 力団 等」 とい う。）又 は暴 力団等 が 経営若 しく

は運営に関与してい ると認められる法人 等に対して、資金等 を提供し、又

は便宜を供与するな ど積極的に暴力団の 維持運営に協力し、又 は関与して

いると認められると き。  

ニ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等と 社会的に非難

されるべき関係を有 していると認められ るとき。  

ホ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等で あることを知

りながら、これと取引 したり、又は不当に利 用していると認めら れるとき。 

（８） 入札参加 資 格申請場所  宮城県 の物品調達等に係る 競争入札参加資格の

ない者で入札を希望 する者は、当県所定 の物品調達等に係る 競争入札参加

業者登録申請書に必 要事項を記入の上、宮 城県出納局契約課管 理班（〒 980

― 8570 宮 城県仙台 市青葉区本町三丁目 ８番１ 号  電話 022― 211― 3335）

へ令和７年４月 16 日 （水）午後５時まで に提出すること。  

３  入札書の提出場 所等  

（１）  電子調達シ ステムの利用  

イ  本調達案件は、電子入札（電磁的記 録（電子的方式、磁気的方式その他

人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、 電子 計 算 機 に よ る 情 報処 理 の 用 に 供 さ れ るも の を い う 。） の 送 受 信 に

よ り 執 行 す る 競 争 入 札 又 は 随 意 契 約 に お け る 相 手 方 決 定 の 手 続 き の 総 称

を い う。 以 下 同 じ 。） 及 び 紙入 札 （ 書 面 に よ り 執行 す る 競 争 入 札 又 は随 意

契 約 にお け る 相 手 方 決 定 の手 続 き の 総 称 を い う。 以 下 同 じ 。） を 併 用し て

入札を行うものとす る。  

ロ  本調達案件に参 加する者のうち、紙 入札を希望する者は 、入札説明書に

定めるところにより あらかじめ紙入 札参 加承認願を提出しな ければなら

ない。  

（２） 書面による 入札書の提出場所、契約条項及び契約条 件を示す場所、入札

説明書の交付場所並 びに問い合わせ先  

  〒 980― 8570 宮 城県仙台市青葉区本 町三丁目８番１ 号  

宮城県出納局契約課 物品班（担当  大畑  美如  電話 022― 211― 3333）  

（３） 郵送によ る 入札説明書の交付期 限  郵送により書面 での 入札説明書の交

付を希望する場合は 、令和７年４月 16 日（水）まで（２） あて申し出る

こと。  

（４）  一般競争入 札参加資格審査  
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イ  システムを用い て 参加資格審査を受 ける場合  システム により 入札に  

参加しようとする者 は、入札説明書に定 めるところにより 令 和７年４月  

16 日（水）午前９時 から令和７年４月 24 日（木）午後５時ま での間に必  

要書類を作成の上、 システムにより提出 し、参加資格の審査 を受けなけ  

ればならない。  

ロ  書面により参加 資格審査を受ける場 合  書面により入札 に参加しよう  

とする者は、入札説 明書に定めるところ により 令和７年４月 24 日（木） 

午後５時までの間に 必要書類を作成の上 、提出し、参加資格 の審査を受  

けなければならない 。  

ハ  開札日までの間 において、イ又はロに おいて提出された 書 類に関し説明

を求められた場合は 、これに応じなけれ ばならない。  

（５）  入札書の提 出期限等  

イ  システムを用い て入札する場合  

入札期間  令和７年 ４ 月 28 日（月）午前 ９時から令和７年５ 月 13 日

（火）午後５時まで  

ロ  書面により入札 書を提出する場合  

（イ）  日時  令和 ７年５月 13 日（火） 午後５時  

（ロ）  場所  （２ ）に同じ  

（ ハ ）  郵 送 に よ る 場 合 は 、 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り （ イ ） の 日 時 ま

でに到達するよう提 出すること。  

ただし、入札書を持 参する場合は、（６）の開札の日時まで開

札場所へ提出できる ものとする。  

（ ニ ）  提 出 期 限 を 過 ぎ て 提 出 さ れ た 入 札 書 は 、 い か な る 事 由 が あ っ て

も受理しない。  

（６）  開札の日時 及び場所  

  令和７年５月 14 日（水）午前 10 時 10 分   

宮城県行政庁舎 10 階 入札室  

４  入札に参加する ことができない者  ２に定める資格を有 しない者  

５  その他  

（１） 契約手続にお いて使用する言語及 び通貨  日本語及び 日本国通貨に限る 。 

（２）  入札保証金  財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７ 号）第 97 条及び第

98 条の規定による。  

（３）  契約保証金  財務規則第 113 条及び第 114 条の規定による。  

（４） 入札の無効  本公告に示した競争 入札に参加する者に 必要な資格のない

者のし た入 札及 び入 札に求 めら れる 義務 を履行 しな かっ た者 のした 入札 は、   

無効とする。  

（５） 入札金額の 記載方法  契約金額 は、入札書に記載さ れた金額に当該金 額

の消費税及び地方消 費税に相当する額を 加算した金額（当該 金 額に１ 円未

満の端 数が ある とき は、そ の端 数金 額を 切り捨 てた 金額 。以 下同じ。）と

するので、入札者は 、消費税及び地方消費 税に係る課税事業者 であるか免

税事業者であるかを 問わず、見積もった 契 約希望金額から消費 税及び地方

消費税に相当する金 額を控除した金額を 入札書に記載するこ と。  
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（６） 落札者の 決 定方法  予定価格の 制限の範囲内で最低 価格をもって有効な

入札を行った者を落 札者とする。  

（７）  契約書作成 の要否  要   

（８）  この契約は 、電子契約を選択す ることができる。  

（９） 申請書等 の 作成に要する経費  申請書等を提出する 入札参加希望者の負

担とする。  

（ 10）  詳細は、入 札説明書による。  

６  概要  

S u mma r y  

 

（１） N a t u r e  a n d  Q u a n t i t y  o f  t h e  I t e ms  t o  b e  P r o c u r e d :  S n o w r e mo v a l  d o z e r  ( 7  t o n  

c l a s s ,  4 x 4  ① )   ( 1  v e h i c l e )  

 

（２） D e a d l i n e  fo r  D e l i v e r y :  M a r c h  2 3 ,  2 0 2 6  ( M o n . )   

 

（３） P l ac e  o f  D e l i v e r y :  M i ya g i  P r e f e c t u r e  O g a wa r a  P u b l i c  Wo r k s  O ff i c e  

 

（４） D e a d l i n e  fo r  B i d  S u b mi s s i o n :  M a y  1 3 ,  2 0 2 5  (Tu e . ) ,  5 : 0 0  P. M .  

 

（５）C o n t a c t  I n fo r ma t i o n :  M i y u k i  O h a t a ,  P r o c u r e me n t  S e c t i o n ,  G o v e r n me n t  C o n t r a c t  

D i v i s i o n ,  Tr ea s u r y  D e p a r t me n t ,  M i ya g i  P r e f e c t u r a l  G o v e r n me n t  

3 -8 -1  Ho n c h o ,  Ao b a  Wa rd ,  S e n d a i  C i t y,  M i ya g i  P r e f e c t u r e  9 8 0 -8 5 7 0   

T E L. :  0 2 2 -2 11 -3 3 3 3  

 

（６）La n g u a g e  a n d  C u r r e n c y  U s e d  i n  C o n t r a c t  P r o ce d u r e s :  J ap a n e s e  a n d  J ap a n e s e  ye n  

o n l y  
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政 府 調 達 に 関 す る 協 定 の 適 用 を 受 け る 調 達 を 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 す 。 

令和７年４月４日  

宮城県知事   村   井   嘉   浩           

    

１  入札に付する事 項  

（１）  購入物品及 び数量  除雪トラッ ク（７ｔ級  ４×４）②  １台  

（２）  購入物品の 仕様等  入札説明書 及び仕様書による。  

（３）  納入期限  令和８年３月 23 日（ 月）  

（４）  納入場所  宮城県仙台土木事務 所  

（宮城県仙台市宮城野区幸町 ４丁目 １－２）  

２  入札に参加する 者に必要な資格に関 する事項  

（１）  地方自治法 施行令（昭和 22 年政 令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること 。  

（２） 宮城県の 物 品調達等に係る競争 入札参加業者登録簿 に登録されている者

又 は 開 札 時 ま で に 宮 城 県 の 物 品 調 達 等 に 係 る 競 争 入 札 参 加 資 格 を 取 得 し

た者であること。  

（３）  平成 12 年３ 月 31 日以前に民事再 生法（平成 11 年法律 第 225 号）附則

第２条による廃止前 の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の

規定による和議開始 の申立てをしていな い者であること。  

（４） 平成 12 年４ 月１日以後に民事再 生法第 21 条第１項又 は第２ 項の規定に

よ る 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な い

者であること。ただ し、同法第 33 条第１項の再生手続開始 の決定を受け

た者が、その者に係 る同法第 174 条第１項の再生計画認可の 決定が確定し

た場合にあっては、その者を再生手続開 始の申立てをしなか った者又は申

立てをなされなかっ た者とみなす。  

（５）  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定

に よ る 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な

い者（同法附則第２ 条の規定によりなお 従前の例によること とされる更生

事 件 に 係 る も の を 含 む 。） で あ る こ と 。 た だ し 、 同 法 に 基 づ く 更 生 手 続 開

始 の 決 定 を 受 け た 者 が そ の 者 に 係 る 更 生 計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た 場 合 に

あっては、その者を 更生手続開始の申立 てをしなかった者又 は申立てをな

されなかった者とみ なす。  

（６） 宮城県から 物品調達等に係る競 争入札の参加資格制 限の措置を受けてい

る期間中の者でない こと。  

（７）  宮城県入札 契約暴力団等排除要 綱（平成 20年 11月１日施行）別表各号に

規 定 す る 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 入 札 に 参 加 す る こ と は で き な い 。 

なお、入札に参加し ようとする者の使用 人が入札に参加しよ うとする者

の業務として行った 行為は、入札に参加 しようとする者の行 為とみなす。  

 イ  入札に参加し ようとする者の役員 等（法人の場合は非 常勤を含む役員及

び支配人並びに支店 又は営業所の代表者 、その他の団体の場 合は法人の役

員等と同様の責任を 有する代表者及び理 事等、個人の場合は その者並びに

支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な
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行為の防止等に関す る法律（平成３年法 律第 77 号。以下「 暴対法」とい

う。）第２条第６ 号 に 規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」と いう。）であ

る場合又は暴力団員 が経営に事実上参加 していると認められ るとき。  

ロ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、自社、自己 若しくは第三

者の不正な利益を図 り、又は第三者に損 害を加える目的をも って、暴対法

第２条第２号に規定 する暴力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は

暴力団、暴力団員に 協力し、若しくは関 与する等これと関わ りを持つ者と

して、警察から通報 があった者若しくは 警察が確認した者（ 以下「暴力団

関係者」という。）の 威力を利用するなど していると認められ るとき。  

ハ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団、暴 力団員若しく

は暴力 団関 係者 （以 下「暴 力団 等」 とい う。） 又 は暴 力団等 が 経営若 しく

は運営に関与してい ると認められる法人 等に対して、資金等 を提供し、又

は便宜を供与するな ど積極的に暴力団の 維持運営に協力し、又 は関与して

いると認められると き。  

ニ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等と 社会的に非難

されるべき関係を有 していると認められ るとき。  

ホ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等で あることを知

りながら、これと取引 したり、又は不当に利 用していると認めら れるとき。 

（８） 入札参加 資 格申請場所  宮城県 の物品調達等に係る 競争入札参加資格の

ない者で入札を希望 する者は、当県所定 の物品調達等に係る 競争入札参加

業者登録申請書に必 要事項を記入の上、宮 城県出納局契約課管 理班（〒 980

― 8570 宮 城県仙台 市青葉区本町三丁目 ８番１ 号  電話 022― 211― 3335）

へ令和７年４月 16 日 （水）午後５時まで に提出すること。  

３  入札書の提出場 所等  

（１）  電子調達シ ステムの利用  

イ  本調達案件は、電子入札（電磁的記 録（電子的方式、磁気的方式その他

人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、 電子 計 算 機 に よ る 情 報処 理 の 用 に 供 さ れ るも の を い う 。） の 送 受信 に

よ り 執 行 す る 競 争 入 札 又 は 随 意 契 約 に お け る 相 手 方 決 定 の 手 続 き の 総 称

を い う。 以 下 同 じ 。） 及 び 紙入 札 （ 書 面 に よ り 執行 す る 競 争 入 札 又 は随 意

契 約 にお け る 相 手 方 決 定 の手 続 き の 総 称 を い う。 以 下 同 じ 。） を 併 用し て

入札を行うものとす る。  

ロ  本調達案件に参 加する者のうち、紙 入札を希望する者は 、入札説明書に

定めるところにより あらかじめ紙入 札参 加承認願を提出しな ければなら

ない。  

（２） 書面による 入札書の提出場所、契約条項及び契約条 件を示す場所、入札

説明書の交付場所並 びに問い合わせ先  

  〒 980― 8570 宮 城県仙台市青葉区本 町三丁目８番１ 号  

宮城県出納局契約課 物品班（担当  大畑  美如  電話 022― 211― 3333）  

（３） 郵送によ る 入札説明書の交付期 限  郵送により書面 での 入札説明書の交

付を希望する場合は 、令和７年４月 16 日（水）まで（２） あて申し出る

こと。  
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（４）  一般競争入 札参加資格審査  

イ  システムを用い て 参加資格審査を受 ける場合  システム により 入札に  

参加しようとする者 は、入札説明書に定 めるところにより 令 和７年４月  

16 日（水）午前９時 から令和７年４月 24 日（木）午後５時ま での間に必  

要書類を作成の上、 システムにより提出 し、参加資格の審査 を受けなけ  

ればならない。  

ロ  書面により参加 資格審査を受ける場 合  書面により入札 に参加しよう  

とする者は、入札説 明書に定めるところ により 令和７年４月 24 日（木） 

午後５時までの間に 必要書類を作成の上 、提出し、参加資格 の審査を受  

けなければならない 。  

ハ  開札日までの間 において、イ又はロに おいて提出された 書 類に関し説明

を求められた場合は 、これに応じなけれ ばならない。  

（５）  入札書の提 出期限等  

イ  システムを用い て入札する場合  

入札期間  令和７年 ４月 28 日（月）午前 ９時から令和７年５ 月 13 日

（火）午後５時まで  

ロ  書面により入札 書を提出する場合  

（イ）  日時  令和 ７年５月 13 日（火） 午後５時  

（ロ）  場所  （２ ）に同じ  

（ ハ ）  郵 送 に よ る 場 合 は 、 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り （ イ ） の 日 時 ま

でに到達するよう提 出すること。  

ただし、入札書を持 参する場合は、（６）の開札の日時まで開

札場所へ提出できる ものとする。  

（ ニ ）  提 出 期 限 を 過 ぎ て 提 出 さ れ た 入 札 書 は 、 い か な る 事 由 が あ っ て

も受理しない。  

（６）  開札の日時 及び場所  

  令和７年５月 14 日（水）午前 10 時 20 分   

宮城県行政庁舎 10 階 入札室  

４  入札に参加する ことができない者  ２に定める資格を有 しない者  

５  その他  

（１） 契約手続にお いて使用する言語及 び通貨  日本語及び 日本国通貨に限る 。 

（２）  入札保証金  財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７ 号）第 97 条及び第

98 条の規定による。  

（３）  契約保証金  財務規則第 113 条及び第 114 条の規定に よる。  

（４） 入札の無効  本公告に示した競争 入札に参加する者に 必要な資格のない

者のし た入 札及 び入 札に求 めら れる 義務 を履行 しな かっ た者 のした 入札

は、無効とする。  

（５） 入札金額の 記載方法  契約金額 は、入札書に記載さ れた金額に当該金 額

の消費税及び地方消 費税に相当する額を 加算した金額（当該 金 額に１ 円未

満の端 数が ある とき は、そ の端 数金 額を 切り捨 てた 金額 。以 下同じ。）と

するので、入札者は 、消費税及び地方消費 税に係る課税事業者 であるか免

税事業者であるかを 問わず、見積もった 契 約希望金額から消費 税及び地方
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消費税に相当する金 額を控除した金額を 入札書に記載するこ と。  

（６） 落札者の 決 定方法  予定価格の 制限の範囲内で最低 価格をもって有効な

入札を行った者を落 札者とする。  

（７）  契約書作成 の要否  要   

（８）  この契約は 、電子契約を選択す ることができる。  

（９） 申請書等 の 作成に要する経費  申請書等を提出する 入札参加希望者の負

担とする。  

（ 10）  詳細は、入 札説明書による。  

６  概要  

S u mma r y  

 

（１） N a t u r e  a n d  Q u a n t i t y  o f  t h e  I t e ms  t o  b e  P r o c u r e d :  S n o w r e mo v a l  d o z e r  ( 7  t o n  

c l a s s ,  4 x 4  ② )   ( 1  v e h i c l e )  

 

（２） D e a d l i n e  fo r  D e l i v e r y :  M a r c h  2 3 ,  2 0 2 6  ( M o n . )   

 

（３） P l ac e  o f  D e l i v e r y :  P r e f e c t u r e  S e n d a i  P u b l i c  Wo r k s  O ff i c e  

 

（４） D e a d l i n e  fo r  B i d  S u b mi s s i o n :  M a y  1 3 ,  2 0 2 5  (Tu e . ) ,  5 : 0 0  P. M .  

 

（５）C o n t a c t  I n fo r ma t i o n :  M i y u k i  O h a t a ,  P r o c u r e me n t  S e c t i o n ,  G o v e r n me n t  C o n t r a c t  

D i v i s i o n ,  Tr ea s u r y  D e p a r t me n t ,  M i ya g i  P r e f e c t u r a l  G o v e r n me n t  

3 -8 -1  Ho n c h o ,  Ao b a  Wa rd ,  S e n d a i  C i t y,  M i ya g i  P r e f e c t u r e  9 8 0 -8 5 7 0   

T E L. :  0 2 2 -2 11 -3 3 3 3  

 

（６）La n g u a g e  a n d  C u r r e n c y  U s e d  i n  C o n t r a c t  P r o ce d u r e s :  J ap a n e s e  a n d  J ap a n e s e  ye n  

o n l y  
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政 府 調 達 に 関 す る 協 定 の 適 用 を 受 け る 調 達 を 、 次 の と お り 一 般 競 争 入 札 に 付 す 。 

令和７年４月４日  

宮城県知事   村   井   嘉   浩           

    

１  入札に付する事 項  

（１）  購入物品及 び数量  凍結防止剤 散布車（湿式・３ｔ 級） ①  ２台  

（２）  購入物品の 仕様等  入札説明書 及び仕様書による。  

（３）  納入期限  令和８年３月 23 日（ 月）  

（４） 納入場所  宮城県大河原土木事 務所（宮城県柴田郡大河原町字南 129-1） 

２  入札に参加する 者に必要な資格に関 する事項  

（１）  地方自治法 施行令（昭和 22 年政 令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当

しない者であること 。  

（２） 宮城県の 物 品調達等に係る競争 入札参加業者登録簿 に登録されている者

又 は 開 札 時 ま で に 宮 城 県 の 物 品 調 達 等 に 係 る 競 争 入 札 参 加 資 格 を 取 得 し

た者であること。  

（３）  平成 12 年３ 月 31 日以前に民事再 生法（平成 11 年法律 第 225 号）附則

第２条による廃止前 の和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第１項の

規定による和議開始 の申立てをしていな い者であること。  

（４） 平成 12 年４ 月１日以後に民事再 生法第 21 条第１項又 は第２ 項の規定に

よ る 再 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な い

者であること。ただ し、同法第 33 条第１項の再生手続開始 の決定を受け

た者が、その者に係 る同法第 174 条第１項の再生計画認可の 決定が確定し

た場合にあっては、その者を再生手続開 始の申立てをしなか った者又は申

立てをなされなかっ た者とみなす。  

（５）  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定

に よ る 更 生 手 続 開 始 の 申 立 て を し て い な い 者 又 は 申 立 て を な さ れ て い な

い者（同法附則第２ 条の規定によりなお 従前の例によること とされる更生

事 件 に 係 る も の を 含 む 。） で あ る こ と 。 た だ し 、 同 法 に 基 づ く 更 生 手 続 開

始 の 決 定 を 受 け た 者 が そ の 者 に 係 る 更 生 計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た 場 合 に

あっては、その者を 更生手続開始の申立 てをしなかった者又 は申立てをな

されなかった者とみ なす。  

（６） 宮城県から 物品調達等に係る競 争入札の参加資格制 限の措置を受けてい

る期間中の者でない こと。  

（７）  宮城県入札 契約暴力団等排除要 綱（平成 20年 11月１日施行）別表各号に

規 定 す る 次 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 入 札 に 参 加 す る こ と は で き な い 。 

なお、入札に参加し ようとする者の使用 人が入札に参加しよ うとする者

の業務として行った 行為は、入札に参加 しようとする者の行 為とみなす。  

 イ  入札に参加し ようとする者の役員 等（法人の場合は非 常勤を含む役員及

び支配人並びに支店 又は営業所の代表者 、その他の団体の場 合は法人の役

員等と同様の責任を 有する代表者及び理 事等、個人の場合は その者並びに

支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。） が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な

行為の防止等に関す る法律（平成３年法 律第 77 号。以下「 暴対法」とい

38



う。）第２条第６ 号 に 規定する暴力団員（ 以下「暴力団員」と いう。）であ

る場合又は暴力団員 が経営に事実上参加 していると認められ るとき。  

ロ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、自社、自己 若しくは第三

者の不正な利益を図 り、又は第三者に損 害を加える目的をも って、暴対法

第２条第２号に規定 する暴力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は

暴力団、暴力団員に 協力し、若しくは関 与する等これと関わ りを持つ者と

して、警察から通報 があった者若しくは 警察が確認した者（ 以下「暴力団

関係者」という。）の 威力を利用するなど していると認められ るとき。  

ハ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団、暴 力団員若しく

は暴力 団関 係者 （以 下「暴 力団 等」 とい う。）又 は暴 力団等 が 経営若 しく

は運営に関与してい ると認められる法人 等に対して、資金等 を提供し、又

は便宜を供与するな ど積極的に暴力団の 維持運営に協力し、又 は関与して

いると認められると き。  

ニ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等と 社会的に非難

されるべき関係を有 していると認められ るとき。  

ホ  入札に参加しよ うとする者又はその 役員等が、暴力団等で あることを知

りながら、これと取引 したり、又は不当に利 用していると認めら れるとき。 

（８） 入札参加 資 格申請場所  宮城県 の物品調達等に係る 競争入札参加資格の

ない者で入札を希望 する者は、当県所定 の物品調達等に係る 競争入札参加

業者登録申請書に必 要事項を記入の上、宮 城県出納局契約課管 理班（〒 980

― 8570 宮 城県仙台 市青葉区本町三丁目 ８番１ 号  電話 022― 211― 3335）

へ令和７年４月 16 日 （水）午後５時まで に提出すること。  

３  入札書の提出場 所等  

（１）  電子調達シ ステムの利用  

イ  本調達案件は、電子入札（電磁的記 録（電子的方式、磁気的方式その他

人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ っ

て 、 電子 計 算 機 に よ る 情 報処 理 の 用 に 供 さ れ るも の を い う 。） の 送 受 信 に

よ り 執 行 す る 競 争 入 札 又 は 随 意 契 約 に お け る 相 手 方 決 定 の 手 続 き の 総 称

を い う。 以 下 同 じ 。） 及 び 紙入 札 （ 書 面 に よ り 執行 す る 競 争 入 札 又 は随 意

契 約 にお け る 相 手 方 決 定 の手 続 き の 総 称 を い う。 以 下 同 じ 。） を 併 用し て

入札を行うものとす る。  

ロ  本調達案件に参 加する者のうち、紙 入札を希望する者は 、入札説明書に

定めるところにより あらかじめ紙入 札参 加承認願を提出しな ければなら

ない。  

（２） 書面による 入札書の提出場所、契約条項及び契約条 件を示す場所、入札

説明書の交付場所並 びに問い合わせ先  

  〒 980― 8570 宮 城県仙台市青葉区本 町三丁目８番１ 号  

宮城県出納局契約課 物品班（担当  大畑  美如  電話 022― 211― 3333）  

（３） 郵送によ る 入札説明書の交付期 限  郵送により書面 での 入札説明書の交

付を希望する場合は 、令和７年４月 16 日（水）まで（２） あて申し出る

こと。  

（４）  一般競争入 札参加資格審査  
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イ  システムを用い て 参加資格審査を受 ける場合  システム により 入札に  

参加しようとする者 は、入札説明書に定 めるところにより 令 和７年４月  

16 日（水）午前９時 から令和７年４月 24 日（木）午後５時ま での間に必  

要書類を作成の上、 システムにより提出 し、参加資格の審査 を受けなけ  

ればならない。  

ロ  書面により参加 資格審査を受ける場 合  書面により入札 に参加しよう  

とする者は、入札説 明書に定めるところ により 令和７年４月 24 日（木） 

午後５時までの間に 必要書類を作成の上 、提出し、参加資格 の審査を受  

けなければならない 。  

ハ  開札日までの間 において、イ又はロに おいて提出された 書 類に関し説明

を求められた場合は 、これに応じなけれ ばならない。  

（５）  入札書の提 出期限等  

イ  システムを用い て入札する場合  

入札期間  令和７年 ４ 月 28 日（月）午前 ９時から令和７年５ 月 13 日

（火）午後５時まで  

ロ  書面により入札 書を提出する場合  

（イ）  日時  令和 ７年５月 13 日（火） 午後５時  

（ロ）  場所  （２ ）に同じ  

（ ハ ）  郵 送 に よ る 場 合 は 、 配 達 証 明 付 書 留 郵 便 に よ り （ イ ） の 日 時 ま

でに到達するよう提 出すること。  

ただし、入札書を持 参する場合は、（６）の開札の日時まで開 札  

場所へ提出できるも のとする。  

（ ニ ）  提 出 期 限 を 過 ぎ て 提 出 さ れ た 入 札 書 は 、 い か な る 事 由 が あ っ て

も受理しない。  

（６）  開札の日時 及び場所  

   令 和７年５月 14 日（水）午前 10 時 25 分   

宮城県行政庁舎 10 階 入札室  

４  入札に参加する ことができない者  ２に定める資格を有 しない者  

５  その他  

（１） 契約手続に おいて使用する言語 及び通貨  日本語及 び日本国通貨に限

る。  

（２） 入札保証金  財務規則（昭和 39 年宮城県規則第７号 ）第 97 条及び第

98 条の規定による。  

（３）  契約保証金  財務規則第 113 条及び第 114 条の規定による。  

（４） 入札の無効  本公告に示した競 争入札に参加する者 に必要な資格のな  

い 者 の し た 入 札 及 び 入 札 に 求 め ら れ る 義 務 を 履 行 し な か っ た 者 の し た

入札は、無効とする 。  

（５） 入札金額 の 記載方法  契約金額 は、入札書に記載 さ れた金額に当該金

額の消費税及び地方 消費税に相当する額 を加算した金額（当 該金額に１  

円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て た 金 額 。 以 下 同

じ。）とす るので、入 札者は、消費税及 び 地方消費税に係る課 税事業者

で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 契 約 希 望 金 額 か ら
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消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 相 当 す る 金 額 を 控 除 し た 金 額 を 入 札 書 に 記 載

すること。  

（６） 落札者の 決 定方法  予定価格の 制限の範囲内で最低 価格をもって有効な

入札を行った者を落 札者とする。  

（７）  契約書作成 の要否  要   

（８）  この契約は 、電子契約を選択す ることができる。  

（９） 申請書等 の 作成に要する経費  申請書等を提出する 入札参加希望者の負

担とする。  

（ 10）  詳細は、入 札説明書による。  

６  概要  

S u mma r y  

 

（１）N a t u r e  a n d  Q u a n t i t y  o f  t h e  I t e ms  t o  b e  P ro c u r e d :  D e i c i n g  a g e n t  d i sp e r s a l  v e h i c l e  

( we t - t yp e ,  3 - t o n  c l a s s )  ①  2  v e h i c l e s  

 

（２） D e a d l i n e  fo r  D e l i v e r y :  M a r c h  2 3 ,  2 0 2 6  ( M o n . )   

 

（３） P l ac e  o f  D e l i v e r y :  M i ya g i  P r e f e c t u r e  O g a wa r a  P u b l i c  Wo r k s  O ff i c e  

 

（４） D e a d l i n e  fo r  B i d  S u b mi s s i o n :  M a y  1 3 ,  2 0 2 5  (Tu e . ) ,  5 : 0 0  P. M .  

 

（５）C o n t a c t  I n fo r ma t i o n :  M i y u k i  O h a t a ,  P r o c u r e me n t  S e c t i o n ,  G o v e r n me n t  C o n t r a c t  

D i v i s i o n ,  Tr ea s u r y  D e p a r t me n t ,  M i ya g i  P r e f e c t u r a l  G o v e r n me n t  

3 -8 -1  Ho n c h o ,  Ao b a  Wa rd ,  S e n d a i  C i t y,  M i ya g i  P r e f e c t u r e  9 8 0 -8 5 7 0   

T E L. :  0 2 2 -2 11 -3 3 3 3  

 

（６）La n g u a g e  a n d  C u r r e n c y  U s e d  i n  C o n t r a c t  P r o ce d u r e s :  J ap a n e s e  a n d  J ap a n e s e  ye n  

o n l y  
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政府調達に関する協定の適用を受ける調達について、次のとおり落札者を決定した。 

令和７年４月４日 

                         宮城県知事  村  井  嘉  浩                

１ 落札に係る物品又は役務の名称及び予定数量 

航空タービン燃料油の単価契約 235,240Ｌ 

２ 契約に関する事務を担当する課室等の名称及び所在地  

宮城県警察本部総務部会計課 仙台市青葉区本町三丁目８番１号 

３ 落札者を決定した日 令和７年３月 19 日 

４ 落札者の氏名又は名称及び住所又は所在地  

株式会社パシフィック 岩沼市下野郷字北長沼４仙台空港内  

５ 落札金額 単価 146.3 円                      

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

７ 入札の公告を行った日 令和７年２月 18 日                     
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宮城県公安委員会告示第29号

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第38

条第１項、少年指導委員規則（昭和60年国家公安委員会規則第２号）第２条及び少年

指導委員運営規程（昭和60年宮城県公安委員会規程第１号）第３条の規定により、令

和７年４月１日付けで、少年指導委員を次のとおり委嘱した。

令和７年４月４日

宮城県公安委員会委員長 星 倫市

氏 名 連 絡 先 活 動 区 域

亀 山 靖 美 石巻市相野谷字杉ケ崎20番地 警察署の名称、位置

宮城県河北警察署生活安全課 及び管轄区域に関す

0225－62－3411 る条例（昭和29年宮

城県条例第32号。以

下 「 条 例 」 と い

う。）別表に規定す

る宮城県河北警察署

の管轄区域

濱 田 政 芳 遠田郡美里町藤ケ崎一丁目81番地 条例別表に規定する

宮城県遠田警察署生活安全課 宮城県遠田警察署の

0229－33－2321 管轄区域
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